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「産業日本語」とは

「産業・技術情報を、人に理解しやすく、かつ、
機械（コンピュータ）にも処理しやすく表現する
ための日本語」を意味する造語です。

 産業・技術情報を、客観的かつ正確に伝達し、機械処
理に適した日本語とすることを目指します。

 「産業日本語」に係る日本語研究と、その研究成果の
普及を推進します。

 これにより、以下を実現していきます。

（１）自然言語処理（翻訳等）における品質と効率の向上

（２）正確かつ円滑な情報発信力の強化

（３）知的生産性の向上
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「特許版・産業日本語」の背景

産業分野における「特許文書」は、技術文書であり、
法律文書（権利文書）でもあります。

 特許文書は、「願書」・「特許請求の範囲」・「明細書」・
「図面」・「要約書」から構成されます。

 特許文書の作成は高度な正確性が求められるため、
機械言語処理の支援が有益です。

 特許文書の活用場面は海外にも拡大し、多言語翻訳
に耐えられる品質の日本語を用いることが重要です。

 しかし、特許文書に特有の課題があります。

一文が長すぎる。文章の係り受けが複雑。

特許独特の表現（言い回し・一般化・抽象化）の多用。

一般用語と異なる概念による技術用語の定義。 など 4



「特許版・産業日本語」の枠組み

特許文書に対する日本語改善のアプローチとして、
「特許版・産業日本語」の活動を支援しています。

特許版・産業日本語委員会（事務局：Japio）

委員長：橋田浩一（東京大学教授）

委員：23名（平成26年度）

特許全般（企業知財担当、弁理士）・特許情報・特許翻訳・

自然言語処理・情報工学ほか各分野の専門家より構成

主な活動：特許版・産業日本語の調査研究、ワークショップ開催、

報告書のとりまとめ・公表。また、以下の研究活動を支援。

 ３６条ルール化

 構造化クレームを用いる請求項文ライティング

 グラフ構造形式による特許文書ライティング支援

 「特許ライティングマニュアル」改訂
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３６条ルール化検討グループ会議

主査：谷川英和（IRD国際特許事務所所長・弁理士／工学博士）

委員：7名（主査を含む）

主な活動：拒絶理由通知書（特許法36条関連）の収集・分析、

検討会議の開催、報告書のとりまとめ、

「特許版・産業日本語ワークショップ」等での発表

主な論点：

 拒絶理由通知書の適用条項の分析（審査年別・技術分野別）

 明確性要件（特許法36条6項2号）に基づく違反類型化

 産業上利用可能性（特許法29条1項柱書）への応用

 拒絶理由通知書の自動解析＜今後の課題＞

 特許文書作成の支援ツール化＜今後の課題＞

「明細書及び特許請求の範囲の記載要件」（特許法
36条関連）の体系化について検討をしています。
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３６条ルール化検討会議

大分類 中分類１ 中分類２ 小分類 細分類 具体例・備考

一発明特定事項
日本語として不適切な表現(2-
1①)

・係り受けが曖昧
・誤記
・前記〇〇と記載した場合に、当該請求項が引用する
請求項中に〇〇が出現しない。

一発明特定事項

どこにも書いていない（記述
が存在しないことを原因とす
る不明確性）(2-1②)

・「前記○○」とあるが，「○○がない」
・明細書にも書いていない造語
・プログラムクレームにおいて、人手で行うが装置の
構成要素が行うか不明である場合。

一発明特定事項

発明特定事項の
技術的意味が不

明確

処理（作業・行為）の主体が
不明確

【備考】プログラム系

一発明特定事項
複数の解釈が可能な単位の使
用

・「分子量」

複数発明特定事項
引用関係にある請求項間で使
用する単位が異なる

・引用元ではcm2だったのが引用先ではcm3になっている

複数発明特定事項

引用元と同じ発明特定事項を
持つ（その事項が2つなのか，

1つなのか不明確）

請求項全体 発明カテゴリの矛盾

・「請求項○記載の物質×」とあるが，請求項○は方法の発明

一発明特定事項 形式的な引用不備
・択一的な引用ではない
・自身を引用している

文法

用語

誤記

違反内容
違反対象

Ａ．言語的 文法
参照
誤記

用語（不一致等） 発明特定事項の
語彙的意味が不

明確

参照

参照

参照

単位の不備

引用の不備

参照

本年度の検討成果は、後日公開される報告書を参照ください。 7



構造化クレームＴＦ

「構造化クレーム」のツールとしての有用性、機械翻
訳への適用可能性等について議論をしています。

リーダー：横井俊夫（NPO法人ISeC理事／東京工科大学名誉教授）

メンバー：8名（リーダーを含む）

主な活動：タスクフォース会合の開催、報告書のとりまとめ

主な論点：

 「構造化クレームを用いる請求項文ライティングマニュアル」の
作成

 「構造化クレーム」がツールとして有用であるか

 「構造化クレーム」を介することにより、機械翻訳システムへ適用
できるか

 「和文構造化クレーム」の作成

 「和文構造化クレーム」から「英文構造化クレーム」への翻訳 8



「特許ライティングマニュアル」改訂ＴＦ

「特許ライティングマニュアル」（初版：25年度刊行）の
改訂に向けた議論をしています。

リーダー：早川貴之（Japio特許情報研究所）

メンバー：8名（リーダー・参加予定者を含む）

主な活動：「特許ライティングマニュアル」（初版：25年度刊行）の配布、

有識者ヒアリング、ルール改訂準備

主な論点：

 翻訳専門家を通じた特許ライティングの課題収集

 「特許ライティングルール」に係る有識者ヒアリング

 「仮想特許明細書」の作成・英訳と分析

 「特許ライティングルール」の検証と再構築

 「特許ライティングマニュアル（第二版）」への改訂準備

 「特許ライティングリファレンス」の整備＜今後の課題＞
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「特許ライティングマニュアル」＜初版＞

「Japio特許情報研究所」にて発行・周知

平成25年6月 初版・第１刷 ５００部を冊子配布
平成25年8月 PDF版 ５５０者へ電子配布
平成26年2月 初版・第２刷 ２５０部を冊子配布、

残り５０部

「言い換え規則」を抽出・整理し、
一般ルール化したマニュアル

内容の同一性を保つ変換
人がより理解しやすい
「言い換え規則」の抽出

「翻訳用原稿」を訳した結果
訳質が改善する
「言い換え規則」の抽出

「特許ライティングマニュアル」改訂ＴＦ

配布実績
１３００部 10



「特許ライティングマニュアル」改訂ＴＦ

 31ルールをA～H観点
に大別して収録

 ルール毎に内容を紹介

【改善例】言い換え事例を提案

【構造比較】構造比較により適用例
が分かるように工夫

目 次

翻訳専門家の協力や
有識者の助言を得て、
事例追加や、ルール
全体を見直し中。 11



公式ウェブサイトのご紹介

http://japio-tjp.org/

平成26年度版も掲載予定

初版（PDF）を入手可能
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おわりに

グローバル化が進むなか、正確かつ円滑な情報発信力
が求められ、「産業日本語」の役割は益々重要になるもの
と考えます。

日本特許情報機構は、皆様のご支援・ご協力を賜りなが
ら、今後も引き続き、「特許版・産業日本語」活動への支援
を続けてまいります。

ご静聴ありがとうございました。

＜本件問合せ先＞
一般財団法人 日本特許情報機構

調査研究部長 河合 弘明
TEL: 03-3615-5513
E-mail: hiroaki_kawai@japio.or.jp <Website> http://www.japio.or.jp/
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